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会津坂下町行政経営改革プラン 

（平成２２年度～平成２７年度） 

平成２２年７月策定 

福島県 会津坂下町 

 

アクションプログラム 



　　　　第第第第１１１１節節節節　　　　歳入歳入歳入歳入のののの確保確保確保確保

１　国・県支出金等外部資金の有効活用

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
積極的な情報
収集活動

積極的な情報
収集活動

積極的な情報
収集活動

積極的な情報
収集活動

積極的な情報
収集活動

積極的な情報
収集活動

２　使用料、手数料等の適正化

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
庁内検討会の
設置

素案策定・関
係機関協議

庁議において
方針決定・議
会へ説明・住
民説明会

一部条例改正
（使用料・手数
料の改定）

新たな料金体
系による収入

新たな料金体
系による収入

３　家庭系ごみ処理の有料化 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

10月1日の制
度切り替えに
ついて住民へ
周知、また減
量化の広報活
動

ごみ減量化を
目指し３Ｒの
広報活動

ごみ減量化を
目指し３Ｒの
広報活動

ごみ減量化を
目指し３Ｒの
広報活動

ごみ減量化を
目指し３Ｒの
広報活動

ごみ減量化を
目指し３Ｒの
広報活動

歳入見込額 7,388 14,800 14,800 14,800 14,800 14,800

1人1日あたり
のごみ総排出

量
840ｇ 830ｇ 820ｇ 810ｇ 800ｇ 784ｇ

※平成２７年度１人１日あたりのごみ排出量は「会津坂下町ごみ処理基本計画（平成１６年１１月策定）」より

４　健診の有料化 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

受診率向上を
目指し、医療
機関との連携
を強める。

受診率向上を
目指し、医療
機関との連携
を強める。

受診率向上を
目指し、医療
機関との連携
を強める。

受診率向上を
目指し、医療
機関との連携
を強める。

受診率向上を
目指し、医療
機関との連携
を強める。

受診率向上を
目指し、医療
機関との連携
を強める。

歳入見込額 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

目標受診率 55% 60% 65% 70% 75% 80%

この「アクションプログラム」は、「会津坂下町行政経営改革プラン　第３章　具体的方策」に掲げられ
た各取組項目についての「具体的な実施方法や目標数値」を取りまとめたものです。

○○○○行政経営改革行政経営改革行政経営改革行政経営改革プランプランプランプラン　　　　アクションプログラムアクションプログラムアクションプログラムアクションプログラム
　（　（　（　（本本本本プランプランプランプラン「「「「第第第第３３３３章章章章　　　　具体的方策具体的方策具体的方策具体的方策」」」」のののの実施方法実施方法実施方法実施方法とととと目標数値目標数値目標数値目標数値））））

 

※ごみ総排出量の漸減により、歳入見込額もそれに比例して漸減するところだが、歳入確保の観点から23年度以降
同額計上した。

※受診率の漸増により、歳入見込額もそれに比例して漸増するところだが、かかりつけ医師や医療機関などの連携
による受診者もカウントし受診率に含めるため、その自己負担については歳入として見込めないことから、22年度以
降同額計上した。

※町が実施する特定健診の対象は40歳から74歳までの国保加入者全員であり、その中には、医療機関に入院し治
療中の方や既往症の方も含んでおり、この方々を20%と見込むものとする。上記のとおり平成27年度までに受診率
80%を目指し、治療中の方々と合わせて100%とする。
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５　町税等の収納率向上

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
連絡会議の開
催、滞納処分
の実施

連絡会議の開
催、滞納処分
の実施

連絡会議の開
催、滞納処分
の実施

連絡会議の開
催、滞納処分
の実施

連絡会議の開
催、滞納処分
の実施

連絡会議の開
催、滞納処分
の実施

目標収納率
（町税）

98.5% 98.7% 98.9% 99.1% 99.3% 99.4%

目標収納率
（国保税）

95.8% 96.0% 96.2% 96.4% 96.6% 96.8%

目標収納率
（住宅使用料）

91.4% 91.6% 91.8% 92.0% 92.2% 92.4%

６　未利用財産の有効活用 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

売却・貸付交
渉を進め、売
却・貸付の実
施。

売却・貸付交
渉を進め、売
却・貸付の実
施。

売却・貸付交
渉を進め、売
却・貸付の実
施。

売却・貸付交
渉を進め、売
却・貸付の実
施。

売却・貸付交
渉を進め、売
却・貸付の実
施。

売却・貸付交
渉を進め、売
却・貸付の実
施。

売却見込額 1,400 1,700 3,700 4,600 7,700 20,900

７　企業広告掲載による収入 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

現行制度の継
続実施。また
新たな広告掲
載媒体につい
て検討。

現行制度を継
続実施。また
新たな媒体の
導入に向けた
準備。

制度改正し広
告範囲の拡
大。また広告
主の募集ＰＲ
の実施。

広告主の募集
ＰＲの実施。

広告主の募集
ＰＲの実施。

広告主の募集
ＰＲの実施。

歳入見込額 500 600 650 700 750 800

８　ふるさと納税 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
町内外にＰＲ
し、現行制度
を継続実施

町内外にＰＲ
し、現行制度
を継続実施

町内外にＰＲ
し、現行制度
を継続実施

町内外にＰＲ
し、現行制度
を継続実施

町内外にＰＲ
し、現行制度
を継続実施

町内外にＰＲ
し、現行制度
を継続実施

歳入見込額 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000

９　住民参加型市場公募債の活用

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
公募債の発行
方法について
調査研究

公募債の引受
金融機関との
交渉協議

公募債を活用
する事業の決
定（実施計画
より選定）

公募債発行
公募債を活用
する事業の決
定（実施計画
より選定）

公募債発行
公募債を活用
する事業の決
定（実施計画
より選定）

公募債発行
公募債を活用
する事業の決
定（実施計画
より選定）

※目指すべき目標は収納率100%であるが、実績や社会状況を勘案し目標値を上記のとおり設定した。各
税・使用料とも収納率を前年度比０．２％向上を目指します。
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１０　企業誘致の推進

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
企業立地フェ
アーへ参加、既
存企業へ訪問

企業立地フェ
アーへ参加、既
存企業へ訪問

企業立地フェ
アーへ参加、既
存企業へ訪問

企業立地フェ
アーへ参加、既
存企業へ訪問

企業立地フェ
アーへ参加、既
存企業へ訪問

企業立地フェ
アーへ参加、既
存企業へ訪問

　　　　第第第第２２２２節節節節　　　　人件費等人件費等人件費等人件費等についてについてについてについて

１　特別職報酬等 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
特別職等報酬
審議会の開催

特別職等報酬
審議会の開催

特別職等報酬
審議会の開催

特別職等報酬
審議会の開催

特別職等報酬
審議会の開催

特別職等報酬
審議会の開催

削減見込額 2,137 （答申により実施） （答申により実施） （答申により実施） （答申により実施） （答申により実施）

２　一般職給与

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

国家公務員の
給与制度に準
拠し、給与制
度を見直す

国家公務員の
給与制度に準
拠し、給与制
度を見直す

国家公務員の
給与制度に準
拠し、給与制
度を見直す

国家公務員の
給与制度に準
拠し、給与制
度を見直す

国家公務員の
給与制度に準
拠し、給与制
度を見直す

国家公務員の
給与制度に準
拠し、給与制
度を見直す

３　管理職手当 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

22年度は30%
減額を実施し
たが、23年度
については予
算編成時まで
財政状況を勘
案し、減額の
廃止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

当初予算
削減見込額

2,264
（財政指標を踏ま
え見直す）

（財政指標を踏ま
え見直す）

（財政指標を踏ま
え見直す）

（財政指標を踏ま
え見直す）

（財政指標を踏ま
え見直す）

４　時間外手当 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

22年度は通常
積算額の50%
減額を実施し
たが、23年度
については予
算編成時まで
財政状況を勘
案し、減額の
廃止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

次年度予算編
成時まで財政
状況を勘案
し、減額の廃
止を決定

当初予算
削減見込額

17,498
（財政指標を踏ま
え見直す）

（財政指標を踏ま
え見直す）

（財政指標を踏ま
え見直す）

（財政指標を踏ま
え見直す）

（財政指標を踏ま
え見直す）

※坂本工業団地の整備については、オンデマンド方式採用。→企業との交渉が整いしだい用地購入、造
成を行う。
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５　旅費制度の見直し

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
宿泊地区分廃
止などについて
検討。

検討結果を受
け、条例改
正。

新制度を継続
実施。

新制度を継続
実施。

新制度を継続
実施。

新制度を継続
実施。

６　職員定員管理

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

プロジェクト
チームを設置
し、職員定数・
組織機構につ
いて検討。

新たな計画に
基づき、４月よ
り新たな組織
機構、また定
員管理計画の
スタート

計画に基づい
た職員配置・
職員採用

計画に基づい
た職員配置・
職員採用

計画に基づい
た職員配置・
職員採用

計画に基づい
た職員配置・
職員採用

７　組織機構の見直し

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

プロジェクト
チームを設置
し、職員定数・
組織機構につ
いて検討。

新たな計画に
基づき、４月より
新たな組織機
構、また定員管
理計画のスター
ト

計画に基づい
た職員配置・
職員採用

計画に基づい
た職員配置・
職員採用

計画に基づい
た職員配置・
職員採用

計画に基づい
た職員配置・
職員採用

８　人事評価制度の導入

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

評価者・被評
価者研修の実
施。人事評価
の試行実施。

人事評価の本
格運用（人材
育成・処遇に
活用）

人事評価の実
施。なお前年
度評価結果を
処遇に反映。

人事評価の実
施。なお前年
度評価結果を
処遇に反映。

人事評価の実
施。なお前年
度評価結果を
処遇に反映。

人事評価の実
施。なお前年
度評価結果を
処遇に反映。

９　各種委員の報酬額

年 度 22 23 24 25 26 27

主な活動

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

１０　各種委員の定数

年 度 22 23 24 25 26 27

主な活動

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施

特別職等報酬
審議会の答申
内容を踏まえ
実施
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　　　　第第第第３３３３節節節節　　　　事務事業等事務事業等事務事業等事務事業等のののの再編再編再編再編・・・・整理整理整理整理、、、、廃止廃止廃止廃止・・・・統合統合統合統合

１　行政評価システムの充実

年 度 22 23 24 25 26 27

主な活動

事務事業評価
結果を次年度
予算・実施計
画に反映

事務事業評価
結果を次年度
予算・実施計
画に反映

評価結果を次
年度予算・実
施計画に反
映。また振興
計画の進行管
理のため施策
評価導入に向
けた準備

評価結果を次
年度予算・実
施計画に反
映。施策評価
により振興計
画の進行管理

評価結果を次
年度予算・実
施計画に反
映。施策評価
により振興計
画の進行管理

評価結果を次
年度予算・実
施計画に反
映。施策評価
により振興計
画の進行管理

２　事務事業の重点配分

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

事務事業評価
結果を次年度
予算・実施計
画に反映

事務事業評価
結果を次年度
予算・実施計
画に反映

事務事業評価
結果を次年度
予算・実施計
画に反映

事務事業評価
結果を次年度
予算・実施計
画に反映

事務事業評価
結果を次年度
予算・実施計
画に反映

事務事業評価
結果を次年度
予算・実施計
画に反映

３　町税等の納付方法拡大

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

コンビニ納付・
クレジット納付
等について調
査研究

調査結果に基
づき新たな納
付方法導入の
可否について
方針決定

決定した方針
内容に基づき
実施

継続して実施 継続して実施 継続して実施

４　窓口サービスの向上

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

組織機構の見
直しにあわせ
窓口業務につ
いて調査研究

調査結果を基
に方針決定

決定した方針
内容に基づき
実施

継続して実施 継続して実施 継続して実施

５　電子行政の推進

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

社会体育施設
予約システム
や図書貸出予
約システムの
導入に向けた
調査検討

社会体育施設
予約システム
や図書貸出予
約システムの
導入に向けた
調査検討

調査検討結果
を基に導入の
可否について
方針決定

決定した方針
内容に基づき
実施

継続して実施 継続して実施
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６　各種行事・祭り等の見直し

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

大型イベント
の内容や運営
方法について
調査検討

大型イベント
の内容や運営
方法について
調査検討

調査検討結果
を基に大型イ
ベント実施の
可否について
方針決定

決定した方針
内容に基づき
実施

継続して実施 継続して実施

７　環境マネジメントサイクルによる省エネルギー、省資源対策の推進

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

設定目標を達
成するための
庁内における
取組みとその
事後評価

設定目標を達
成するための
庁内における
取組みとその
事後評価

設定目標を達
成するための
庁内における
取組みとその
事後評価

設定目標を達
成するための
庁内における
取組みとその
事後評価

設定目標を達
成するための
庁内における
取組みとその
事後評価

設定目標を達
成するための
庁内における
取組みとその
事後評価

見込値
（ごみ排出量） 840ｇ 830ｇ 820ｇ 810ｇ 800ｇ 784ｇ

※目標とする平成２７年度１人１日あたりのごみ排出量は「会津坂下町ごみ処理基本計画（平成１６年１１月策定）」より

８　入札・契約制度の充実

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

制限付一般競
争入札（総合
評価方式も含
む）、指名競
争入札等の運
用

制限付一般競
争入札（総合
評価方式も含
む）、指名競
争入札等の運
用

制限付一般競
争入札（総合
評価方式も含
む）、指名競
争入札等の運
用

制限付一般競
争入札（総合
評価方式も含
む）、指名競
争入札等の運
用

制限付一般競
争入札（総合
評価方式も含
む）、指名競
争入札等の運
用

制限付一般競
争入札（総合
評価方式も含
む）、指名競
争入札等の運
用

９　広域行政の推進

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

両沼町村会等
や近隣市町村
との意見交
換、情報収集
による調査研
究

両沼町村会等
や近隣市町村
との意見交
換、情報収集
による調査研
究

両沼町村会等
や近隣市町村
との意見交
換、情報収集
による調査研
究

両沼町村会等
や近隣市町村
との意見交
換、情報収集
による調査研
究

両沼町村会等
や近隣市町村
との意見交
換、情報収集
による調査研
究

両沼町村会等
や近隣市町村
との意見交
換、情報収集
による調査研
究

１０　健康づくり推進事業と医療費の抑制 （単位：円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
特定保健指導
や個別健康教
室の開催

特定保健指導
や個別健康教
室の開催

特定保健指導
や個別健康教
室の開催

特定保健指導
や個別健康教
室の開催

特定保健指導
や個別健康教
室の開催

特定保健指導
や個別健康教
室の開催

見込値
（1人あたり医療費）

270,000 267,000 264,000 261,000 258,000 256,000

※参考：平成２０年度１人あたり医療費270,444円（福島県国民健康保険団体連合会平成２１年度統計資料より）
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１１　スポーツの振興

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

クラブ員の拡
大、自主事業
の充実につい
て実施。委託
事業の拡大に
ついて検討。

クラブ員の拡
大、自主事業
の充実につい
て実施。委託
事業の拡大に
ついて検討。

クラブ員の拡
大、自主事業
の充実につい
て実施。委託
事業の拡大に
ついて検討。

クラブ員の拡
大、自主事業
の充実につい
て実施。委託
事業の拡大に
ついて検討。

クラブ員の拡
大、自主事業
の充実につい
て実施。委託
事業の拡大に
ついて検討。

クラブ員の拡
大、自主事業
の充実につい
て実施。委託
事業の拡大に
ついて検討。

　　　　第第第第４４４４節  民間委託等節  民間委託等節  民間委託等節  民間委託等のののの推進推進推進推進

１　アダプト制度の推進及び活動支援

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
各団体へアダ
プト制度のＰＲ
を実施

各団体へアダ
プト制度のＰＲ
を実施

各団体へアダ
プト制度のＰＲ
を実施

各団体へアダ
プト制度のＰＲ
を実施

各団体へアダ
プト制度のＰＲ
を実施

各団体へアダ
プト制度のＰＲ
を実施

協定団体目標値 ４団体 ５団体 ６団体 ７団体 ８団体 １０団体

２　都市公園・農村公園、道路等の管理方法の改善

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

関係行政区へ
通常管理の移
行について協
議

関係行政区へ
通常管理の移
行について協
議

関係行政区へ
通常管理の移
行について協
議

関係行政区へ
通常管理の移
行について協
議

関係行政区へ
通常管理の移
行について協
議

関係行政区へ
通常管理の移
行について協
議

移行箇所目標値 １８箇所 ２０箇所 ２２箇所 ２４箇所 ２６箇所 ２８箇所

３　指定管理者制度の充実 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

第３期更新に
向け未導入施
設の制度適用
検討

第３期更新に
向け指定管理
者の公募、協
定締結

第３期指定管
理者による施
設運営開始

第３期指定管
理者による施
設運営実施・
第４期に向け
制度充実のた
めの調査検討

第３期指定管
理者による施
設運営実施・
第４期に向け
制度充実のた
めの調査検討

第３期指定管
理者による施
設運営実施・
第４期に向け
制度充実のた
めの調査検討

指定管理者導入
施設目標値 １２施設 １２施設 １５施設 １５施設 １５施設 １５施設

４　外郭団体の経営体質改善 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

収益事業拡大
に向けた定期
会議における助
言、また各支出
単価の最適化
について検討

収益事業拡大
に向けた定期
会議における助
言、また各支出
単価の最適化
について検討

収益事業拡大
に向けた定期
会議における助
言、また各支出
単価の最適化
について検討

収益事業拡大
に向けた定期
会議における助
言、また各支出
単価の最適化
について検討

収益事業拡大
に向けた定期
会議における助
言、また各支出
単価の最適化
について検討

収益事業拡大
に向けた定期
会議における助
言、また各支出
単価の最適化
について検討

事業収入に占め
る商品等売上収
入と施設使用料
の割合（目標値）

50% 52% 54% 56% 58% 60%
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５　社会福祉協議会のあり方 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

社会福祉協議
会の役割・機
能について関
係者と協議

協議結果を取
りまとめ方針を
決定し、次年
度から反映

決定した方針
内容に基づき
実施

継続して実施 継続して実施 継続して実施

６　各種業務の民間委託の推進

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

組織機構の見
直しにあわ
せ、外部委託
可能な業務に
ついて検討

調査検討結果
に基づき基本
方針を策定
し、次年度予
算に反映

決定した基本
方針に基づき
実施

継続して実施 継続して実施 継続して実施

７　ＰＦＩ事業による施設整備

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
対象事業を絞
りＰＦＩ導入に
向け調査検討

対象事業を絞
りＰＦＩ導入に
向け調査検討

調査検討結果
に基づき基本
方針を策定
し、次年度予
算に反映

決定した基本
方針に基づき
実施

継続して実施 継続して実施

８　浄化センターの包括的民間委託 （単位：千円）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
長期継続契約
の締結

長期継続契約
の締結

長期継続契約
の締結

長期継続契約
の締結

長期継続契約
の締結

長期継続契約
の締結

削減見込額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

　　　　第第第第５５５５節  公共施設節  公共施設節  公共施設節  公共施設

１　教育施設適正配置

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

学校給食セン
ターの建設及
び統合中学校
校舎・体育館
の実施設計
また統合に向
けた諸準備
第１次統合で
廃校になった
施設の利活用
を開始

統合中学校校
舎・体育館の
建設、統合小
学校・統合幼
稚園の実施設
計
また統合に向
けた諸準備

統合小学校・
統合幼稚園の
建設
また統合に向
けた諸準備
新中学校ス
タート

新小学校・新
幼稚園スター
ト
廃校になった
施設の利活用
について検討

第２次統合で
廃校になった
施設の利活用
を開始

第２次統合で
廃校になった
施設の利活用
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２　学校給食センター

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

学校給食セン
ターの建設
また稼動に向
けた諸準備

新給食セン
ター稼動開始
また一部業務
委託開始

他町村との連
携の可能性に
ついて協議

他町村との連
携の可能性に
ついて協議

他町村との連
携の可能性に
ついて協議

他町村との連
携の可能性に
ついて協議

３　自主公民館（地域コミュニティセンター）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
地域づくり計
画の策定

地域づくり計
画に基づいた
諸事業の実施

地域づくり計
画に基づいた
諸事業の実施
公民館から多
機能を有する
コミュニティセ
ンターへの移
行検討

コミュニティセ
ンターへの移
行に向けた施
設機能の充実

コミュニティセ
ンターへの移
行に向けた施
設機能の充実

コミュニティセ
ンターへの移
行に向けた施
設機能の充実

４　幼稚園・保育所のあり方

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
幼児の教育・
保育に関し全
庁的に検討

幼児の教育・
保育に関し全
庁的に検討
第１次統合で
廃園になった
施設の利活用
を開始

検討結果から
方針を決定
し、関係条例
改正準備

方針に基づき
実施
廃園となった
施設の再利用
について検討

第２次統合で
廃園になった
施設の利活用
を開始

第２次統合で
廃園になった
施設の利活用

５　町営スキー場

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

通年の利用に
ついて指定管
理者と検討協
議

年間利用の協
議結果を取り
まとめ方針を
決定

決定した方針
に基づき実施

継続して実施 継続して実施 継続して実施

６　老人福祉センターのあり方

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

施設の存廃に
ついて関係団
体と検討・協
議

検討協議結果
を取りまとめ方
針を決定

決定した方針
に基づき実施

継続して実施 継続して実施 継続して実施

７　保健福祉センターの利活用

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

利用者数増加
のため事業内
容を関係団体
と検討。

利用者数増加
のため事業内
容を関係団体
と検討。また
指定管理者導
入に向けて検
討。

利用者数増加
のため事業内
容を関係団体
と検討。なお
検討結果は随
時事業に反映
させ実施。

利用者数増加
のため事業内
容を関係団体
と検討。なお
検討結果は随
時事業に反映
させ実施。

利用者数増加
のため事業内
容を関係団体
と検討。なお
検討結果は随
時事業に反映
させ実施。

利用者数増加
のため事業内
容を関係団体
と検討。なお
検討結果は随
時事業に反映
させ実施。
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８　公共施設修繕・改修長期計画

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

定期点検の実
施。
点検結果に基
づいた計画の
年次更新。
計画に基づき
実施計画に計
上

定期点検の実
施。
点検結果に基
づいた計画の
年次更新。
計画に基づき
実施計画に計
上

定期点検の実
施。
点検結果に基
づいた計画の
年次更新。
計画に基づき
実施計画に計
上

定期点検の実
施。
点検結果に基
づいた計画の
年次更新。
計画に基づき
実施計画に計
上

定期点検の実
施。
点検結果に基
づいた計画の
年次更新。
計画に基づき
実施計画に計
上

定期点検の実
施。
点検結果に基
づいた計画の
年次更新。
計画に基づき
実施計画に計
上

　　　　第第第第６６６６節節節節　　　　財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化のののの推進推進推進推進

１　補助費等（単独事業・補助事業）

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動
H２０年度見直
しに基づく予
算計上

補助金制度審
議会の開催。
答申結果に基
づく予算計
上。

H２３年度見直
しに基づく予
算計上

H２３年度見直
しに基づく予
算計上

補助金制度審
議会の開催。
答申結果に基
づく予算計
上。

H２６年度見直
しに基づく予
算計上

２　負担金

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

他市町村が負
担する土地改
良区負担金に
ついて調査検
討

補助金制度審
議会と並行
し、負担金見
直しの検討

H２３年度見直
しに基づく予
算計上

H２３年度見直
しに基づく予
算計上

補助金制度審
議会と並行
し、負担金見
直しの検討

H２６年度見直
しに基づく予
算計上

３　委託料の改善

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

庁舎内清掃の
実施。文書配
布の実施。そ
の他の業務に
ついても直営
化検討。

庁舎内清掃の
実施。文書配
布の実施。そ
の他の業務に
ついても直営
化検討。

庁舎内清掃の
実施。文書配
布の実施。そ
の他の業務に
ついても直営
化検討。

庁舎内清掃の
実施。文書配
布の実施。職
員定員の削減
にあわせ委託
業務の見直し
検討。

庁舎内清掃の
実施。文書配
布の実施。職
員定員の削減
にあわせ委託
業務の見直し
検討。

庁舎内清掃の
実施。文書配
布の実施。職
員定員の削減
にあわせ委託
業務の見直し
検討。

４　特別会計への繰出金の抑制

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

特別会計にお
いても、事業
内容を不断に
精査し効率的
な予算執行

特別会計にお
いても、事業
内容を不断に
精査し効率的
な予算執行

特別会計にお
いても、事業
内容を不断に
精査し効率的
な予算執行

特別会計にお
いても、事業
内容を不断に
精査し効率的
な予算執行

特別会計にお
いても、事業
内容を不断に
精査し効率的
な予算執行

特別会計にお
いても、事業
内容を不断に
精査し効率的
な予算執行

10



５　町債残高の減少と財政調整機能の確保

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

財政指標改善
に向けた中長
期財政計画進
行管理の実施

財政指標改善
に向けた中長
期財政計画進
行管理の実施

財政指標改善
に向けた中長
期財政計画進
行管理の実施

財政指標改善
に向けた中長
期財政計画進
行管理の実施

財政指標改善
に向けた中長
期財政計画進
行管理の実施

財政指標改善
に向けた中長
期財政計画進
行管理の実施

実質公債費比率
見込値 18.2% 17.7% 17.6% 17.7% 17.8% 17.5%

財調基金残高
見込値 １億円 １．３億円 １．６億円 １．９億円 ２．２億円 ２．５億円

６　財務諸表の公表と活用

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

連結財務諸表
の作成と理解
しやすい公表
資料の作成。

連結財務諸表
の作成と理解
しやすい公表
資料の作成。

連結財務諸表
の作成と理解
しやすい公表
資料の作成。

連結財務諸表
の作成と理解
しやすい公表
資料の作成。

連結財務諸表
の作成と理解
しやすい公表
資料の作成。

連結財務諸表
の作成と理解
しやすい公表
資料の作成。

７　公営企業における企業会計の導入

年度 22 23 24 25 26 27

主な活動

下水道・農集
排の企業会計
導入に向けた
調査。

下水道・農集
排の企業会計
導入の可否に
ついて検討。

検討結果を取
りまとめ方針
決定。導入の
場合、その準
備を始める。

企業会計導入
に伴い資産台
帳等の整備。

企業会計導入
に伴い資産台
帳等の整備。

企業会計完全
移行。

　　　　第第第第７７７７節節節節　　　　議会議会議会議会におけるにおけるにおけるにおける取組取組取組取組

１　議会議員の報酬 （単位：千円）

年 度 22 23 24 25 26 27

主な活動
特別委員会で
検討し実施。

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

見込額 4,389 （検討結果による） （検討結果による） （検討結果による） （検討結果による） （検討結果による）

２　議会議員の費用弁償 （単位：千円）

年 度 22 23 24 25 26 27

主な活動
特別委員会で
検討し実施。

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

見込額 1,365 （検討結果による） （検討結果による） （検討結果による） （検討結果による） （検討結果による）

３　議会議員の定数

年 度 22 23 24 25 26 27

主な活動
特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討

特別委員会で
検討
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地域活性化臨時交付金などの活用

平成20年4月使用料手数料改定
方針決定・住民へ説
明

平成21年9月条例改正

平成18年度より一部有料化を実施

Ｈ１３年度に町収納率向上対策本部を設置
し対応

インターネット公売を利用した未利用財産の
売却

平成19年度より広報紙及びホームページに
広告掲載

平成20年度より地方税法改正に伴い導入

平成20年4月企業立地推進本部設置

特別職報酬減額の実施（H21町長20％、副
町長・教育長10％）

特別職報酬減額実施（町長１０％、
副町長・教育長５％）

一般職員給与（H17～H20給与の一部を削
減、H20地域給与運用開始）

管理職手当減額実施（H21　50％削減） 管理職手当減額実施（30％削減）

時間外手当の減額実施（H21　通常積算額
の50％削減）

時間外手当の減額実施（通常積算
額の50％削減）

平成17年度より日帰り日当廃止、宿泊日当
２分の１減額

現行制度継続実施。宿泊地区分の
廃止検討

平成22年4月1日現在職員数177名
６部１８班体制

職員定員適正化と組織機構見直し
について検討及び方針決定

平成21年度人事評価制度職員説明会開催
試行実施（評価者・被評価者研修
会実施）

②②②②
人人人人
件件件件
費費費費
にににに
つつつつ
いいいい
てててて

①①①①
歳歳歳歳
入入入入
のののの
確確確確
保保保保

特別職等報酬審議会の答申内容を受け実施特別職報酬

一般職給与

管理職手当

企業誘致推進 企業立地に係る調査研究、企業交渉、各種制度の見直し。（平成27年度までに新規誘致企業1社、既存企業増設2社）

減額率については、単年度ごとに財政状況を勘案し廃止を決定する（通常の積算額とする）。なお減額廃止後、財政指標（健全化判断比率）が早期健
全化基準を上回り悪化した場合は、減額について再検討。

時間外手当

一般職給与については、国の人事院勧告に準拠する。

減額率については、単年度ごとに財政状況を勘案し廃止を決定する。なお減額廃止後、財政指標（健全化判断比率）が早期健全化基準を上回り悪化し
た場合は、減額について再検討。

ふるさと納税 町内外の住民に制度の趣旨や町の施策をＰＲし収入の増加を目指す。

住民参加型市
場公募債

公募債導入に向けた調査検討、活用可能な事業の洗い出し 事業実施にあたり公募債を活用。

Ｈ２７
これまでの取り組み

Ｈ２４ Ｈ２５Ｈ２２ Ｈ２３

行政経営改革プランの取り組み

Ｈ２６

旅費制度 検討結果に基づき新たな旅費制度の施行。

職員定員管理・
組織機構見直
し

新たに策定した「職員定員適正化計画」に基づく定員管理。
平成２３年度より新たな組織機構による業務開始。

人事評価制度 制度本格導入（H23年度の評価結果をH24年度の処遇に反映。）

国、県、民間団体の補助金に係る積極的な情報収集
外部資金の有
効活用

使用料手数料
の適正化

使用料、手数料の公平性、適正化の確保と受益者負担を考慮し検討
する

条例改正、施行

家庭ごみ処理
有料化

収納率向上

未利用財産有
効活用

企業広告掲載
収入

平成22年10月1日からごみ処理有料化の実施、あわせてごみ減量化の推進

健診有料化 継続して実施（平成20年度から特定健診制度へ移行）、併せて受診率の向上を目指す（平成27年度受診率80％）

各税・各使用料について、差押等の滞納処分まで実施し収納率向上を図り、収納率100%を目指す。

町所有の固定資産（土地）及び不用になった動産について、インターネットも活用し貸付や処分を進める。（プラン期間中の売却見込額４０，０００千円）

町内外の企業にＰＲし収入の増加を目指す。また広報紙、ホームページ以外の媒体についても掲載の検討。
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Ｈ２７
これまでの取り組み

Ｈ２４ Ｈ２５Ｈ２２ Ｈ２３

行政経営改革プランの取り組み

Ｈ２６

H17年度より非常勤特別職日額報酬5％削
減、また2分の1の額設定
H18年度より委員定数10％削減（消防団員
50名削減）

H17年度より事務事業評価制度導入
H18年度より行政評価委員会設置

コンビニ、クレジット納付の調査検
討・窓口の最適化の調査検討

H17年度より産業文化祭と健康まつりを合同
開催

方針決定

平成15年　ＩＳＯ１４００１の認定取得

平成17年度制限付一般競争入札試行導入

両沼地方町村会での意見交換

特定保健指導・マルコ体操

平成21年　ＮＰＯ法人総合型スポーツクラブ
バンビィ設立

H17年度　うつくしまの道サポート事業

都市公園（点検のみ町が実施）
農村公園（通常管理を行政区で実施）

H18年度　指定管理者制度導入（13施設）
H21年度　第2期指定管理者更新（12施設）

H18年度　指定管理者制度移行
H21年度　定期運営会議（毎月）

民間委託推進基本方針策定に向
けた調査検討

方針決定
ＰＦＩ事業による
施設整備 公共施設整備にＰＦＩ事業を導入するため調査検討 方針に基づき実施

浄化センター
包括的民間委
託

H２２年度より下水道浄化センターの維持管理業務委託を単年度契約から複数年契約へ切り替え

民間委託推進

外郭団体経営
体質改善

定期運営会議開催による助言指導。第３期指定管理者更新に向けた
収益事業の拡大

第３期指定管理者更新、また事業収入に占める収益事業の割合を高める

社会福祉協議
会

社会福祉協議会の役割について検討 検討内容に基づき実施。

基本方針決定 方針に基づき実施

都市公園等の
管理方法改善 行政と地域の役割分担を明確化にし、継続して実施（平成２７年度末までにすべての都市公園及び農村公園を地域管理へ移行（２８箇所））

指定管理者制
度充実 第３期指定管理者更新時期に向けた準備と、未導入施設の適用検討 第３期指定管理者更新（制度適用施設の拡大）

スポーツの振
興 ＮＰＯ法人と行政の連携強化。ＮＰＯ法人が担うべき事業・業務の検討

③③③③
事事事事
務務務務
事事事事
業業業業
等等等等
のののの
再再再再
編編編編
・・・・
整整整整
理理理理

、、、、
廃廃廃廃
止止止止
・・・・
統統統統
合合合合

アダプト制度 アダプトの精神が町民に広がるようＰＲし、協定団体の増加を目指す。（２７年度末までに協定団体１０団体）

④④④④
民民民民
間間間間
委委委委
託託託託
等等等等
のののの
推推推推
進進進進

入札契約制度

広域行政推進 広域行政推進についてた団体との連携も含め調査研究

健康づくり推進
事業 特定保健指導や個別健康教室の開催を継続して実施。

各種行事・祭り
等の見直し 観光物産協会等と協議し、イベントのあり方等について検討 方針に基づき実施

環境マネジメン
トサイクル 環境問題に対し町民を先導できるよう省エネ、省資源化に積極的に取り組む。

電子行政推進 予約システム・専用ホームページ利用開始社会体育施設予約システム、公民館専用ホームページなどについて調査検討

行政評価シス
テム・事務事業
重点配分

外部支援を受け行政評価の仕組みや運用面を見直し継続して実施。
経営会議において施策優先度に応じた事務事業の適切な選択と重点配分

町税等納付方
法拡大・窓口
サービスの向
上

方針決定 方針に基づき実施方針決定

各種委員報酬
額・各種委員定
数

各種委員の報酬額については、現行制度を継続（なお特別職報酬等審議会答申内容を踏まえ実施）
各種委員の定数については、現行定数を継続

公平で透明性のある入札制度を継続して実施。
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Ｈ２７
これまでの取り組み

Ｈ２４ Ｈ２５Ｈ２２ Ｈ２３

行政経営改革プランの取り組み

Ｈ２６

H20年度　第1次統合

平成20年度　整備基本計画策定 学校給食センター本体工事

平成16年　自主公民館スタート 地域づくり計画の策定

幼稚園・保育所の連携活動 方針決定

町営スキー場（利用は教育団体のみ）
老人福祉センター（入浴サービス週2回）

平成21年10月開所。ＮＰＯ法人に事業委託

平成21年度公共施設修繕・改修長期計画策
定

平成20年度補助金制度審議会での見直し 審議会の答申内容に基づき実施 審議会で検討
審議会の答申内容に
基づき実施

当初予算査定において見直し 負担割合について調査検討
補助金の見直しに併
せ検討

検討結果に基づき実
施

平成18年度より文書配布・庁舎内清掃の直
営化

坂下東第一土地区画整理事業の実施計画
の見直し

公債費負担適正化計画及ぶ市町村財政計
画の策定

平成21年度　新地方公会計制度に基づいた
財務書類整備

議会議員報酬減額の実施（H21一律10％）
議会議員報酬減額実施（一律
10％）

平成17年度から議会議員費用弁償減額の
実施（日当廃止、バス代実費のみ）

継続して減額を実施。

平成20年3月の一般選挙から定数４名減議会議員定数 議会の中で検討する

⑥⑥⑥⑥
財財財財
政政政政
健健健健
全全全全
化化化化
のののの
推推推推
進進進進

⑦⑦⑦⑦
議議議議
会会会会
にににに
おおおお
けけけけ
るるるる
取取取取
組組組組

議会議員報酬 特別委員会の中で検討。

議会議員費用
弁償

特別委員会の中で検討。

財務諸表の公
表と活用 決算年度ごとに財務書類を整備し、町民に分かりやすく公表する。

公営企業にお
ける企業会計
導入

下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計へ企業会計の導入に向け検討。 検討結果に基づき導入。

繰出金抑制 特別会計においても、事業内容を精査し継続的に繰出金（繰入金）抑制に努める。

町債残高減少
と財政調整機
能確保

中長期財政計画に基づき、町債残高の減少と基金への積み増しとともに基礎的財政収支を維持する。

負担金
補助金の見直しに併せ検
討

検討結果に基づき実施

委託料改善 継続して実施。また他の業務についても検討。

公共施設修繕・
改修長期計画 計画に基づいた修繕・改修の実施と点検結果に基づいた計画の更新。

　　　　
　　　　
　　　　
⑤⑤⑤⑤
公公公公
共共共共
施施施施
設設設設

補助費等 審議会で検討 審議会の答申内容に基づき実施

町営スキー場・
老人福祉セン
ター

町営スキー場・・・通年の利活用について検討し方針を決定する。
老人福祉センター・・・類似施設の存在や施設の老朽化などから存廃
について検討し方針を決定する。

方針に基づき実施。

保健福祉セン
ターの利活用 施設利用者の拡大方法とあわせ指定管理者制度の導入についても検討し、制度移行を目指す。

自主公民館（地
域コミュニティ
センター）

地域づくり計画に基づいた事業の展開、地域コミュニティセンターへの移行

幼稚園・保育所
のあり方

就学前の幼児の教育・保育はどうあるべきか全庁的に検討。
第１次統合で廃園になった施設の利活用の検討。

方針に基づき実施。また廃園となった施設の利活用について検討。

学校給食セン
ター 平成２３年４月　新学校給食センター稼動開始。また幼稚園にも給食提供開始。他町村との連携の可能性について協議。

教育施設適正
配置

第2次統合に向けた施設整備（H22　学校給食センター、H23　統合中学校整備、H24　統合小学校、
統合幼稚園整備）、第１次統合で廃校になった施設の利活用の開始

H25年度　統合小学校・統合幼稚園開校開園により統合完了
また廃校となった施設の利活用について検討
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